
「第４次男女共同参画計画」事業実施状況一覧（令和４年度） ★基本目標３

★基本目標３　互いに認め合い、安心して暮らせるまち
 － 施策の方向（１） 生涯を通じた健康づくりの推進

 － 今後の取組　①　個々の性差にも配慮した健康支援の充実 (P51)

Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

・特定健診受診率向上対策事
業を委託によって行い、過去
の受診結果等を分析して、対
象者の特性に応じた通知の送
り分けによる受診勧奨事業を
行った。
・集団健診の実施日と会場を
増やし、土日にも集団健診を
実施した。

・健診受診率が低い40代、50
代の受診率向上対策。
・生活習慣病由来の通院歴が
ある健診未受診者をはじめと
する長期未受診者の受診率向
上対策。

国保年金課

・地区コミュニティセンター
や土日の集団健診の実施によ
り、627人の受診に機会を確保
した。
・受診率向上のため、回覧版
や広報、ラジオによる情報発
信を実施した。
・通知発送後、保健師等によ
る電話での利用勧奨を実施
し、対象者の把握率：積極的
57.9％、動機付け66.1％。利
用希望のない対象者に対し、
県の実施率向上策支援事業
（健康スコア）を利用し、再
通知を行った。

・新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、特定保健指
導も感染対策を講じた上で、
主に個別対応で実施した。
・前年度と比較して、保健指
導実施率が低下した。利用勧
奨の積極的実施、教室内容の
改善を図り、実施率向上につ
なげたい。

健康課

39

が ん 検 診 事 業
（肺がん、胃が
ん、大腸がん、
前立腺がん、子
宮頸がん、乳が
ん）

死亡率の上位を占めるがんに対
し、がん検診を実施することによ
り早期発見、早期治療に努め、市
民の健康保持、健康増進に努めま
す。

○子宮頸がん検診
対象者数：10,542人
受診者数：1,279人
受診率：12.1%
○乳がん検診
対象者数：8,695人
受診者数：1,047人
受診率：12.0％
○38歳乳がん検診
対象者数：238人
受診者数：47人
受診率：19.8％
○胃がん（バリウム）検診
対象者数：31,475人
受診者数：326人
受診率：１.0％
○胃がん（内視鏡）検診
対象者数：13,213人
受診者数：377人
受診率:2.9％
○大腸がん検診
対象者数：31,475人
受診者数2,279人
受診率：7.2％
○肺がん検診
対象者数：31,475人
受診者数：2,857人
受診率：9.1％
○前立腺がん検診
対象者数：11,948人
受診者数：1,360人
受診率：11.4％

コロナ禍による受診控えが解
消され、受診率も若干、増加
しているが、コロナ禍前の受
診率までは戻っていない。ま
た、国が掲げる受診率（令和4
年度までは、５０％）にも及
ばない。
今後も、がん検診受診の重要
性を知ってもらい、受診行動
につながるよう、普及啓発等
を行う。

引き続き、受診率の向上に努
め、具体的な普及啓発策を検
討していただきたい。

健康課

40

健康教育事業
健康相談事業
介護予防普及啓
発活動

健康や介護予防に関する正しい
知識の普及を図るとともに、適切
な指導や支援を行い、「自らの健
康は自らが守る」という認識と自
覚を高め、壮年期からの健康の保
持増進及び主体的な活動の育成に
努めます。

○健康教育
実施回数 107回
実人員 624人
延人員 1062人（男性 157人）
〇健康相談
実施回数 60回
実人員 187人
延人員 246人（男性 46人）
〇介護予防教室
実施回数　710回
実人員　2,417人
延人員　4,314人

引き続き新型コロナウイルス
感染症流行下であったが、感
染対策を講じながら各事業を
開催。前年度と比較して開催
日数や参加人数は増加した。
しかし、自粛生活の長期化に
より高齢者を中心に「心身へ
の悪影響があった」との意見
が多く聞かれた。今年度は感
染症が5類に位置づけられるこ
とから、健康づくりを見直す
きっかけとして市の事業を活
用してもらえるよう周知して
いきたい

新型コロナウイルス感染症対
策を講じ、回数を増やしてい
ただいて良かった。自粛生活
の悪影響の改善も含め、健康
づくりを進めていただくとと
もに健康管理の教室等に中年
層の参加を促していただきた
い。

健康課

38

国民健康保険
（特定健康診査
事業、特定保健
指導事業、人間
ドック検診助成

事業等）

　内臓脂肪型肥満に着目した特定
健康診査により、生活習慣の改善
が必要な人に特定保健指導を実施

します。
　人間ドック検診助成により、疾
病予防と健康管理意識の高揚を図

ります。

引き続き、対象に応じた通知
の送り分けなどを通して、受
診率の向上を図って欲しい。
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Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

41

地域保健活動事
業 （ 保 健 推 進
員、食生活改善
推 進 員 等 の 活
動）

地域住民に密着した総合的な健
康づくり活動を推進します。

○保健推進員会
・ウォーキング講習会・教室
　3回109名
・健康講演会・健康教室
  8回195名
・健康相談
　13回104名
 ・機関誌発行　4，788
・声かけ運動　1，860件
○食生活改善推進協議会
・男性料理教室 9回
・親と子の食育教室 1回
・生涯骨太クッキング 1回
・減塩レシピ、簡単野菜料理
の啓発資料の配付

○保健推進員会
新型コロナウイルス感染予

防対策を行い、徐々に事業を
再開することができた。今後
も感染予防に努めながら、コ
ロナ前の活動状況に、戻して
いけるよう検討。
○食生活改善推進協議会
新型コロナウイルス感染予防
対策を行いながら事業を実施
した。事業回数も少しずつ増
やし、より多くの人に食の普
及啓発が実施出来るように努
めた。また、窓口でのチラシ
掲示により、ポピュレーショ
ンアプローチの効果も期待で
きたと考える。今後も健康意
識の向上・継続のために、随
時検討を行い、食育の推進を
図っていきたい。

区民館単位など身近な施設で
の教室を増やし、市民が気軽
に参加できる環境づくりを進
めていただきたい。

健康課

42
スマートウェル
ネス推進事業

「歩いて健康になるまちづくり」
を目指し、ウォーキングを中心と
したスポーツの推進により健康増
進を図るとともに、地域を歩くこ
とや健康関連事業への参加でつく
ポイントを身近な協賛店での買い
物に利用できるようにすること
で、地域のきずなやまちづくりに
取り組みます。

引き続き新型コロナウイルス
感染症流行下であったが、前
年度と比較して活動量計読み
込み開催回数や読み込み者数
は増加した。読み込み実施時
に体調等を確認し、歩数に応
じた相談や指導を実施した。
また、「健康寿命を延ばす正
しい歩き方」をテーマに健康
講演会を開催し、95名の市民
に参加いただいた。

Tengooのポイント連携に関し
ては好評であり、楽しみなが
ら活動を継続できていると思
われる。。読み込み人数の内
訳を年代・性別ごとにみる
と、高齢者層・女性の割合が
高い。対して40歳以下の若年
層は延べ100人に満たず、男性
は女性の半数に満たない。新
規登録者数の増加のために
は、若年層および男性に対す
るアプローチが必要。

市役所以外での読み込みの会
場を増やし、より気軽に参加
できる環境づくりをしていた
だきたい。

健康課

 － 今後の取組　②　親子の健康づくり (P53)

Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

〇相談員の配置　5人
・保健師1人
・家庭児童相談員2人
・つぼみサポート事業支援員1
人　　　　　　　　　　　・
子ども家庭支援員1人
〇相談事業の実施
子ども家庭総合支援拠点での
相談　2,６０１回

令和2年度より子ども課内に設
置されている「子ども家庭総
合支援拠点」では、母子保健
との連携を強化し、妊産婦か
ら児童期までの切れ目のない
支援を行っている。母子保健
と児童福祉での両面でアセス
メントすることで、リスクの
高い家庭には早期に介入でき
るようにすることが必要であ
る。

子ども課

○妊婦健診受診票
　１４枚交付　１９０名
○新生児聴覚検査受診票
　１枚交付　２０７名（転入
１７名含む）
○妊婦歯科健診受診票
　１枚交付　２０７名（転入
１７名含む）
○産婦健診受診票１枚交付
２０７名（転入１７名含む）
○母子訪問（乳児全戸訪問事
業同時実施）
延４５１件
○すこやか育児相談
・乳児　延１５６名
・幼児　延５２名
○ベビーマッサージ
延６４名

出生数が減少している状況か
ら、育児相談を兄弟で参加し
やすいよう、乳児幼児の分け
目なく同時参加できるよう変
更した。コロナ禍で妊娠届出
者数も減少しているが、個々
の相談にしっかり対応できる
よう支援していきたい。

健康課

44 乳幼児健康診査

発達の節目を捉えて健康診査を
実施し、成長・発達を確認し心身
の異常の早期発見、育児、生活指
導を行い、乳幼児の健康の保持増
進を図ります。

・4か月児健康診査
９５．５
・10か月児健康診査
９５．８
・１歳６か月児健康診査
９７．０
・３歳児健康診査
９４．３
・2歳児歯科健康診査
９７．６

◯新型コロナウイルス感染症
の影響による受診控えもだい
ぶ落ち着き、全体的に受診率
が回復している。しかし、児
に付き添える保護者を基本１
名に限定しているため、それ
までに増加していた両親での
来所が見られなくなったこと
は残念である。また、出生数
の減少により、５年度は乳児
健診の形態を変更して実施す
る予定。

新型コロナウイルス感染症対
策であった、児の付き添い者
数の解除を検討していただき
たい。

健康課

43

母子保健相談指
導事業（子育て
世代包括支援セ
ンター、妊婦健
康診査、マタニ
ティセミナー、
母子訪問、育児

相談等）

　母性、乳幼児の健康の保持増進
のため、妊娠、出産及び育児に関
し、個別的・集団的に必要な指

導、助言を行い、育児不安を解消
し、安心して健やかな子どもを産
み育てることが出来るよう支援し

ます。

出生数が減っている中、相談
及び検診事業の開催方法やよ
り参加しやすい工夫がされて
いる。子育てしやすい沼田市
を目指すために、親子が気軽
に参加できるサロンとの連携
なども進めていただきたい。
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 － 施策の方向（２） あらゆる暴力の根絶　【ＤＶ対策基本計画】
 － 今後の取組　①　暴力などの発生を防ぐ環境の整備 (P54)

Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

45
ＤＶに関する意
識啓発

女性に対するあらゆる暴力の予
防と根絶に向けて、パンフレット
やホームページ等を活用し市民へ
の意識啓発に努めます。また、若
年層へのデートＤＶ防止のための
啓発活動を行います。

○ＤＶに関する相談先等の周
知
・広報ぬまた11月号に、「女
性の人権ホットライン強化週
間」、「女性に対する暴力を
なくす運動」等について掲載
・ＨＰに、「ＤＶに関する基
礎知識」及び「相談窓口一
覧」を掲載
･二十歳を祝う会にて、デート
DVリーフレットを配布
・市作成のリーフレット等や
関係機関から送付されたリー
フレット等を、市有施設の窓
口や女子トイレ等に設置
○研修等への参加
・相談業務対応のため研修に
参加し、情報収集を行った
（参加状況詳細はNo.47参照）

ＤＶに関する市民の認識は、
まだ十分ではないと思われ
る。
ＤＶに関する基礎知識及び市
に相談窓口があるということ
を、広報ぬまたやＨＰ、リー
フレット等を活用し周知して
いきたい。

ＤＶ防止に対する基礎知識の
啓発を図るとともに、デート
ＤＶについて、民間団体等の
協力も仰ぎつつ、若年層への
啓発活動を図っていただきた
い。

市民協働課

46
民生児童委員に
よる地域の見守
り

　民生児童委員と警察署や民間事
業者等が協力して、地域における
見守り活動に取り組み、誰もが住
み慣れた地域で安心して暮らす事
ができる地域づくりを推進しま
す。

新型コロナウイルス感染症の
影響により制限されていた民
生委員本来の活動が徐々に緩
和される中、関係機関との連
絡調整は3,353回で、委員一人
あたり25.4回。また、要保護
児童発見の通告・仲介は34
件。

日頃からの小さな変化に対す
る気づきなど、地域住民との
連携が不可欠でる。

民生委員が相談すべき窓口に
ついて明らかにするととも
に、相談結果等について民生
委員にフィードバックしてい
ただきたい。

社会福祉課

 － 今後の取組　②　被害者に対する支援体制の充実 (P55)

Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

47
相談窓口及び支
援体制の充実

相談を受ける職員の資質向上を
図るとともに、関係部署等との連
携を強化し、支援体制の充実に努
めます。

○職員のDVに関する研修への
参加
・R4.8.18県主催「女性相談員
等に対する事例検討会」
・R4.8.30県主催「女性保護･
DV被害者支援機関研修会及び
相談対応力向上研修会(基礎
編)」
○庁内の連携体制強化
・相談を受ける際、関係各課
との連携を密に図り、支援を
行った。
○相談窓口の周知
・広報ぬまたに毎月掲載
・ホームページに掲載
・二十歳を祝う会にてリーフ
レットを配布
・市作成及び関係機関作成の
リーフレット等を市有施設の
窓口や女性トイレ等へ設置

・相談件数が増加している。
研修に参加し、知識を習得す
ることや事例検討会により他
市の対応状況を知ることは、
相談業務の参考となるため、
今後も積極的に参加したい。
・庁内の連携体制をより一層
強化したい。
・相談窓口の周知方法を検討

  したい。

引き続き、相談窓口等の周知
を図っていただきたい。

市民協働課

48
子ども家庭総合
支援拠点による
相談の実施

ＤＶ被害者と子どもの安全確保
に向けて、専門職等の増員による
相談体制の強化、総合的かつ継続
的な支援を行います。

〇相談員の配置　5人
・保健師1人
・家庭児童相談員2人
・つぼみサポート事業支援員1
人　　　　　　　　　　　・
子ども家庭支援員1人
〇相談事業の実施
子ども家庭総合支援拠点での
相談　2,601回

令和2年度より「子ども家庭総
合支援拠点」を設置し、専門
職を配置することで、支援体
制の強化を図った。児童虐待
とDVが同時に起こっている
ケースも多く、ＤＶ支援課と
の連携強化が必要である

専門職員を引き続き配置しつ
つ、ＤＶ支援担当課との連携
を図っていただきたい。

子ども課

Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

49
要保護児童対策
地域協議会によ
る連携

子どもの虐待防止だけでなく、
支援を要するすべての子どもとそ
の家庭について、関係機関が情報
交換や必要な支援等について協議
し連携して対応します。

○要保護児童対策地域協議会
における情報交換、支援に関
する協議
・実務者会議　12回
・ケース会議　 59回

要保護児童対策地域協議会の
調整機関と令和２年度より設
置した子ども家庭総合支援拠
点の機能を併せ持つことで、
支援の必要な児童やその家庭
の把握と早期の対応を実施す
ることができた。相談支援の
内容が複雑化する中で専門的
知識の習得が課題である。

民間の支援団体の活用も含
め、関係機関と連携をとり、
早期の発見や予防に努めてい
ただきたい。

子ども課
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 － 施策の方向（３） 高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備
 － 今後の取組　①　高齢者、障害者等が安心して暮らせる環境整備 (P56)

Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

50
高齢者の生きが
いづくり

高齢者の社会参加や福祉の向上
を図り、充実した生活を送れるよ
う、各種事業の実施や施設利用の
助成等を行います。

○市民敬老号
　　コロナ禍により中止
○敬老事業
　・敬老事業補助金
　内容:75歳以上の高齢者1名
当り1,000円を行政区等に交
付。
　対象者:8,959名
　・敬老祝金
　　88歳: 369名
　　99歳: 36名
　　100歳:　24名
　　101歳以上:　28名
○温泉施設利用助成
　助成枚数：637枚

市民敬老号は、県内12市中
多くの市が事業を行っていな
いことや新しい生活様式等昨
今の情勢を鑑み市として行う
べきものなのか検討が必要。

敬老事業補助金について
は、行政区等の利用しやすさ
に配慮する。また、超高齢社
会のため、対象年齢引き上げ
や区長への負担についても検
討が必要。

高齢者の生活実態に合わせ
て、予算を有効に活用できる
よう事業計画を立てていただ
きたい。

介護高齢課

51 日常生活支援

ひとり暮らし高齢者等が安心し
て生活し続けるため、一声かけ訪
問等の見守りや安否確認等の事業
により支援するとともに、家族介
護の負担軽減に努めます。

○交流会事業
沼田・白沢地区
　2回：165名
利根　3回:38名
○保養事業
　コロナ禍により開催できな
かったR4(事業終了)
○一声かける運動事業
　１0老人クラブ:31名

高齢化率の上昇とともに、ひ
とり暮らし高齢者数もさらに
増加することが予想される。
　男性の参加率が上昇するよ
う、日頃からの声かけ等を充
実させていきたい。
　次年度以降は、保養事業が
廃止になったが、交流事業を
見直して実施する。

独居老人の実態把握をし、見
守りや安否確認に努め、引き
続き事業を行っていただきた
い。また、男性が気軽に参加
できるよう配慮もお願いした
い。

介護高齢課

52
お互いさまのま
ちづくり

高齢者等が孤立せず、気軽に集
える「居場所」の運営や、買い物
などの日常生活を支援する「支え
合い」等の仕組みなど、安心して
住み続けられる地域づくりを、各
地域にコーディネーターを配置
し、地域の人々との協働により目
指します。

・コロナ感染拡大により、４
年度も各協議体活動を行うと
ころと行えないところがあ
り、発表会を兼ねる全体研修
会は開催できなかった。

・コロナウィルス感染症の収
束。
・事業の立て直し

男女共同参画の視点に立っ
て、事業の立て直しを行って
いただきたい。

介護高齢課

53
認知症にやさし
いまちづくり

認知症高齢者が住み慣れた地域
で安心して暮らし続けるため、多
彩な協力団体によるネットワーク
やサポーター養成などにより、認
知症に対する正しい知識・理解を
深め、地域による見守りや支援体
制の強化に努めます。

・メール登録　493人
・ＦＡＸ登録　 １32件
・沼田社協公式ラインアカウ
ント登録　157件
･FAXを活用した同報送信シス
テムによる捜索活動の実施
・携帯メール等を活用した個
人会員による捜索活動の実施
・模擬捜索訓練
　利根小学校区で実施
・市内小中学校や事業所の依
頼を受け、認知症の講話の実
施

･認知症になったとしても、で
きる限り住み慣れた場所で暮
らし続けられるよう、周囲の
住民が認知症について正しい
知識を持った上で見守ってい
ただけるよう、認知症への理
解と当事業の周知。

町全体で見守りを進めていく
ために、登録方法の周知を図
るとともに、手法についても
工夫をお願いしたい。

介護高齢課

54
総合相談支援事
業

高齢者やその家族の介護や福祉
などの相談に、関係機関とのネッ
トワークを生かしながら、適切な
サービスや機関、制度の利用につ
なげる等の支援を行います。地域
包括支援センターを中心に５ヶ所
の在宅介護支援センターを窓口と
することで相談しやすい体制をつ
くります。

○在宅介護支援センター
・相談件数：5,015件

○地域包括支援センター
・相談件数：240件

○実態把握（在宅介護支援セ
ンター委託）
・提供件数：2,665件

地域包括支援センターのブラ
ンチ（窓口）として、市内４
カ所の在宅介護支援センター
に委託しているが、各在宅支
援センターも相談員不足によ
り、情報提供等の相談対応に
苦慮しているようである。

各在宅支援センターの相談員
不足という課題がある中で、
指標となっている相談件数を
目指すことは大変だと思うの
で、相談員の増員などの対策
を検討していただけるとあり
がたい。

介護高齢課
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Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

55
包括的・継続的
マネジメント支
援事業

高齢者に対し包括的かつ継続的
にサービスが提供されるよう、地
域の多様な社会資源を活用したケ
アマネジメント体制の構築を支援
します。

○ケアマネジャー個別相談件
数：４件
○ケアマネジャーサポート連
絡会議５回開催
　コロナ禍により思うように
開催ができなかった。
　しかし、別事業の地域ケア
会議で介護支援専門員が抱え
ている個別ケースの検討を専
門職（薬剤師、理学療法士、
管理栄養士、歯科衛生士）を
交えて、自立支援型地域ケア
個別会議を４回開催。

専門職や地域の関係者等の連
携・協働の体制強化を図る。

個々の相談ケースについて、
相談窓口の周知を図っていた
だきたい。

介護高齢課

56
高齢者筋力向上
トレーニング事
業

高齢者が生きがいを持ち安心し
て自立した生活ができる地域づく
りの実現を図ることを目的とした
事業で、地域組織と連携し、公民
館など近隣施設で実施することに
より、高齢者の体力増進と地域内
のコミュニティの推進を図りま
す。

○地区活動支援教室
　実施回数：８７回
　参加延人員：７４７人
相談
　実施回数：２３回
　参加延人員：１８９人
○福トレ大会
　参加者数：２６６人

コロナ禍による活動自粛か
ら、そのまま筋トレ活動を廃
止及び自粛継続をしてしまう
団体が散見している。コロナ
前の状態に戻すことが課題。
○男女共に取り組みやすく、
集まりやすい、フレイル予防
ができる「通いの場」にする
ための工夫

男女共に取り組みやすく、集
まりやすい環境づくりをして
いただきたい。特に男性の
ニーズを調べ、男性が参加し
やすい環境づくりをしていた
だきたい。

健康課

57
障害者等社会の
参加促進

障害のある人の社会参加の促進
と障害のある人に対する理解を深
めるため、障害の有無にかかわら
ず取り組める種目を含めた各種ス
ポーツ事業等を実施します。

市身体障害者スポーツレクリ
エーション大会は新型コロナ
ウイルスの蔓延防止措置によ
り開催中止となった。
県身障連主催のグランドゴル
フ大会へ参加した。

コロナ渦のため、大会が開催
されなかったが、再開する際
は入念な感染対策が必要であ
る。
県主催の行事に積極的に参加
していく。

新型コロナウイルス感染症収
束後、事業を再構築するにあ
たってインクルーシブの視点
から取り組んでいただきた
い。

社会福祉課

58
障害者等の生活
支援

在宅の障害者等のタクシー運賃
の一部を援助する等、障害者等の
生活を支援します。

障害者該当分78名
高齢者該当分144名
にタクシー券を交付した。

必要な方が利用できるよう、
よりいっそうの周知に努め
る。本事業は障害者制度の一
環であったが、徐々に対象者
を拡大していき、現在の利用
者は圧倒的に高齢者が多く
なっている。また、本制度の
みで交通弱者対策の全てが解
決することは難しい。

とても大切な事業であるの
で、必要とする人（対象とな
る人）すべてが交付してもら
えるように、周知をお願いし
たい。

社会福祉課

59
障害者等の生活
環境の向上

近年、需要が増えているグルー
プホーム（世話人付き集合住宅）
の増設は、地域で暮らし続けるた
めの選択肢が増えることにつなが
ります。そのため、その増設を検
討し、利用を促進することによ
り、福祉の増進とともに保護者の
心理的負担軽減を図ることを目指
します。

令和３年度末に市内にグルー
プホームが新規開設され、市
内のグループホームは４か所
となった。
開設を検討する法人等からの
問い合わせが複数あり、管内
の状況等を説明し対応した。

開設されたグループホームも
空きがない状況。
精神障害者の場合、医療との
連携が不可欠だが、市内には
精神科の病床がない。精神科
の病床がないことは地域移行
を妨げる要因ともなりえ、少
なからずグループホームの利
用に影響していると思われ
る。

入所を希望する方々へのニー
ズに合った新規施設開設への
対応を引き続きお願いした
い。

社会福祉課

 － 今後の取組　②　国際理解と多文化共生の推進 (P58)

Ｎo. 事業名 事業内容 実績 課題等 推進委員会の意見 担当課

60
沼田市中学校国
際交流事業

国際交流の振興を図るため、中
学生を対象とした海外への派遣事
業を実施し、他国の文化体験を通
して国際感覚を身につけ、国際性
豊かな人間の育成と友好親善に努
めます。

実績なし 実績なし

親元を離れて海外で生活する
ことは貴重であるため、積極
的な検討をお願いしたい。ま
た、課題等の欄について「実
績なし」ではなく、代替案の
検討過程で出た課題等の記入
をしていただきたい。

学校教育課

61
各種多文化共生
イベント・講演
会等の実施

国際理解の促進と多文化共生の
推進を図るため、市民・民間団
体・法人及び行政が互いに協力
し、多文化共生イベントや講演会
などを開催します。

オンライン姉妹都市交流会、
国際交流フェスティバル、交
流談話サロン、玉原高原ハイ
キング、市民花壇、講演会、
まちさんぽ、日本語スピーチ
交流会、キッズイングリッ
シュなど

各種交流イベント開催情報等
の周知方法を検討し、知りた
い情報を迅速、正確に受け
取って参加してもらえる体制
づくり

異文化交流、相互理解の場が
工夫されているので良いと思
う。また、中学生の国際交流
事業とのコラボレーションを
してもいいのではないか。

企画政策課

62 外国人への支援
日本語教室の開催や外国語によ

る相談・情報提供等を行い、在住
外国人の生活を支援します。

日本語教室を開催。年間39回
の実施となった。（そのうち
の４回は、新型コロナウイル
ス感染症の状況を鑑み、病院
勤務の受講生向けにオンライ
ン授業を試行実施）
日本語検定対策教室について
は、受講生（1名のみ）の予定
に合わせ、10月から2月まで15
回の開催となった。 （合計
54回）

受講生の多様な生活スタイル
に対応でき、参加しやすい教
室を提供できるよう、オンラ
インを活用した日本語学習支
援の検討

外国の人の参加希望は増えて
いるようなので、講師の確保
について引き続きお願いした
い。

企画政策課
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